
事 業 概 況 （令和 2年 6月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和 2年度労災保険業務機械処理の令和2年 6月末現在における保険給付支払総額は2,106億円で、前年同期に比べて

2.9％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が1,126億円で53.4％と最も大きく、次いで療養補償給

付が618億円で29.3％を占めている。以下、休業補償給付が11.7％、障害補償一時金が3.3％、介護補償給付が0.9％、

遺族補償一時金が0.8％、葬祭料が0.2％、二次健康診断等給付が0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、介護補償給付が17.1％増、葬祭料が15.4％増、遺族補償一

時金が9.2％増、休業補償給付が2.8％増となっているのに対し、年金等給付が6.0％減、二次健康診断等給付が1.4％減、

障害補償一時金が1.1％減、療養補償給付が0.1％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が623億円で29.6％、「建設事業」が612億円で29.1％、

「製造業」が509億円で24.2％となっている。以下、「運輸業」が11.0％、「鉱業」が3.5％、「林業」が1.7％、「船舶所

有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が5.0％増、「その他の事業」が1.3％増と

なっているのに対し、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が14.4％減、「鉱業」が9.3％減、「製造業」が7.1％減、「漁

業」が6.6％減、「建設事業」が3.0％減、「林業」が2.1％減、「運輸業」が1.2％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 216,789,493 100.0 0.4 △    210,610,753 100.0 2.9 △    

療 養 補 償 給 付 61,812,106 28.5 4.4 △    61,770,607 29.3 0.1 △    

休 業 補 償 給 付 24,074,698 11.1 3.6 △    24,738,204 11.7 2.8

障 害 補 償 一 時 金 7,054,354 3.3 7.3 △    6,973,933 3.3 1.1 △    

遺 族 補 償 一 時 金 1,636,105 0.8 18.9 △   1,786,097 0.8 9.2

葬 祭 料 427,132 0.2 20.2 △   493,078 0.2 15.4

介 護 補 償 給 付 1,706,980 0.8 5.6 1,998,574 0.9 17.1

年 金 等 給 付 119,777,032 55.3 3.3 112,553,399 53.4 6.0 △    

二 次健 康診 断等 給付 301,087 0.1 16.0 296,861 0.1 1.4 △    

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。

令和元年度　元年6月末 令和2年度　2年6月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 622億円で55.3％と最も大きく、次いで障害補償

年金が430億円で38.2％、傷病補償年金が73億円で6.5％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 371 億円で 32.9％、「製造業」が 320 億円で 28.5％、

「その他の事業」が226億円で 20.1％となっている。以下、「運輸業」が11.0％、「鉱業」が4.8％、「林業」が1.8％、「漁

業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 216,789,493 100.0 0.4 △    210,610,753 100.0 2.9 △    

林 業 3,683,903 1.7 4.5 △    3,605,176 1.7 2.1 △    

漁 業 697,207 0.3 0.0 651,105 0.3 6.6 △    

鉱 業 8,029,479 3.7 4.1 △    7,279,749 3.5 9.3 △    

建 設 事 業 63,089,688 29.1 1.8 61,228,083 29.1 3.0 △    

製 造 業 54,866,539 25.3 2.5 50,946,136 24.2 7.1 △    

運 輸 業 23,497,436 10.8 0.1 △    23,216,708 11.0 1.2 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
533,567 0.2 3.6 △    456,629 0.2 14.4 △   

そ の 他 の 事 業 61,532,742 28.4 4.1 △    62,325,256 29.6 1.3

船 舶 所 有 者 の 事 業 858,932 0.4 4.4 △    901,911 0.4 5.0

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和元年度　元年6月末 令和2年度　2年6月末

令和2年度　2年6月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 42,998,904 62,240,644 7,313,851 112,553,399 100.0

林 業 587,212 1,360,753 88,314 2,036,279 1.8

漁 業 108,614 351,315 11,593 471,522 0.4

鉱 業 507,732 3,996,574 859,765 5,364,072 4.8

建 設 事 業 11,819,402 22,570,202 2,696,718 37,086,322 32.9

製 造 業 15,833,961 14,847,764 1,363,368 32,045,093 28.5

運 輸 業 4,642,785 7,051,506 647,543 12,341,834 11.0

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
76,763 220,538 18,581 315,882 0.3

そ の 他 の 事 業 9,348,482 11,679,446 1,612,290 22,640,218 20.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 73,952 162,545 15,680 252,177 0.2

構 成 比 38.2% 55.3% 6.5% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和 2年度労災保険業務機械処理の令和2年 6月末現在における保険料徴収決定済額は1,512億円で、前年同期に比べ

て17.3％増となっている。保険料収納済額は282億円で、前年同期に比べて7.0％減となっている。また、収納率につい

てみると18.6％となっており、前年同期に比べて4.9ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が577億円で38.1％と最も大きく、次いで、「建設事

業」が483億円で32.0％、「製造業」が292億円で19.3％を占めている。以下、「運輸業」が7.6％、「船舶所有者の事業」

が 1.2％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.6％、「林業」が 0.5％、「鉱業」が 0.4％、「漁業」が 0.2％となっ

ている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和元年度 令和2年度 令和元年度 令和2年度 令和元年度 令和2年度

　業　種 元年6月末 2年6月末 元年6月末 2年6月末 元年6月末 2年6月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 128,906,225 151,197,504 100.0 17.3 30,314,499 28,192,406 100.0 7.0 △   23.5 18.6

林 業 717,599 773,287 0.5 7.8 345,507 360,609 1.3 4.4 48.1 46.6

漁 業 278,158 358,564 0.2 28.9 94,408 73,686 0.3 21.9 △  33.9 20.6

鉱 業 492,477 590,872 0.4 20.0 79,643 86,284 0.3 8.3 16.2 14.6

建 設 事 業 50,869,655 48,333,609 32.0 5.0 △   14,090,536 13,332,926 47.3 5.4 △   27.7 27.6

製 造 業 21,067,422 29,175,105 19.3 38.5 2,932,889 2,446,344 8.7 16.6 △  13.9 8.4

運 輸 業 9,944,085 11,563,452 7.6 16.3 1,220,025 1,047,431 3.7 14.1 △  12.3 9.1

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
63,486 892,126 0.6 1,305.2 18,104 263,536 0.9 1,355.7 28.5 29.5

そ の 他 の 事 業 44,126,690 57,654,398 38.1 30.7 11,280,596 10,360,290 36.7 8.2 △   25.6 18.0

船舶所有者の 事業 1,346,652 1,856,092 1.2 37.8 252,791 221,299 0.8 12.5 △  18.8 11.9

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


